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項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　一色　義直

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　一色　義直

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

どのように貢献したか

実地指導を通じて、施設の
質を確保することにより、
多くの子どもが、質の高い
保育を受けられるようにな
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

保育の質を改善し、児童が
安心で安全な保育の提供
が受けられた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

保育定員数を増加させたこ
とで、より多くの子どもが適
切な保育を受けられること
となった。

期間 0.70 人 R3目標

H27～ 5,718千円

①9,522人

②19,718人

③34園（35園中）

R2目標 R2実績

特定教育・保育施設等に対し、有資格者処遇改善、
職員配置基準改善及び保育支援者雇用のために補
助金を交付し、保育の質改善を図るものである。
（具体的な内容）
 ①有資格者処遇改善費補助金
 ②職員配置基準改善費補助金
 ③保育支援者雇用費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補
助限度額による。

68施設

A

補助対象施設の全てに補助金を交
付した。保育の質改善のため、引き
続き補助事業を行っていく。

0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人

①補助実施延べ有資格者数

②補助実施延べ４・5歳児数

③保育支援者雇用費補助金
　 補助実施施設数

7,647千円 臨時職員 0.10 人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2決算額（見込み）

令和3年度から一部の補助メニューについ
て国及び県の補助制度を活用すること
で、施設に対する補助額を増額できるよう
制度を変更することになったので、新制度
について施設がよく理解し活用できるよう
周知を図っていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

指標名

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

67施設

66施設 66施設

67施設

R2年度に改善した点

補助実施施設数

保育士確保や保育の質を改善するための補助
金であるという趣旨や制度を理解してもらい、市
内の対象施設全てに実施してもらうことを目標
とする。

様式や支払方法を変更することで事務の
効率化を図った。

R1予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 303,730千円 301,586千円

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助
金交付要綱

327,652千円 322,905千円

優先

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合保育

幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

特定教育・保育施
設等保育の質改善
費補助事業

根拠法令 R2予算現額

法定受託＋附加

0.01 人

14千円

10,390千円

R2正規職員
人件費

R1予算現額

H9～ 15,928千円

特定教育・保育施
設等の指導監査に
関する事務

根拠法令 R2予算現額

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市特定教育・保
育施設等指導監査実施要綱、所沢市家庭的保育事業等指
導監査実施要綱

R1正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務

88人

R2目標 R2実績

0
0.01 人

R2その他職員
従事割合

R3目標

R2目標値が未達成の理由・分析

就学前児童の保育に係る待機児童を解消するため、
保育所等整備費補助金交付事業に基づき、保育園、
認定こども園、小規模保育事業所の創設、増改築等
を行う事業者に対して、施設整備の補助を行うととも
に、その他の待機児童対策も進めていくことにより、
保育の受入枠を増加し、安定した保育の提供を図
る。

1.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 5 2

申込児童数の増加による。0 3

R1その他職員
従事割合

一
般

R1予算現額事業の種別

14,380千円 臨時職員 0.01 人

R2正規職員
人件費

法定受託＋附加

R1実績

0千円 0千円

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

45,000千円 45,000千円

R2予算現額

R1正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

B

保育所の新設や既存施設の活用
により、保育定員を増加させたもの
の、目標の達成ができなかった。

R2年度に改善した点

増加した保育定員数

待機児童数
（翌年度4月1日時点）

待機児童の解消が事業目的であるため、待機
児童数を成果指標とする。

既存施設の保育定員拡大余地が年々減
る中で、積極的な声掛けや連絡・調整等
により、保育定員数の拡大を図るととも
に、大規模開発が見込まれる所沢駅周辺
の保育需要に対応する保育所を新設し
た。R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

こど
も政
策課

実施計画ランク

最優先 自治事務 法定受託事務

所沢市保育所等整備費補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

創設・増改築のみならず、既存施設の定
員割り振り変更や定員弾力化の活用な
ど、待機児童の解消に向けたあらゆる手
段を検討・実施していく。
また、補完的に家庭における子育て支援
も検討していく。

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間 1.95 人

教育・保育施設等
整備事業

根拠法令

A

①集団指導実施施設数

②実地指導実施施設数

実地指導指導件数
実地指導を通じて、施設の質の確保等を図る。
実地指導指導件数を指標とし、質が向上するこ
とにより、当該件数が減少していく。

R1目標

―

教育・保育運営に係る給付費の支給を受ける教育・
保育施設や地域型保育事業所等の質の確保（適正
な事業所運営及び児童の適切な処遇の確保）及び当
該給付費の支給の適正化を図る。

事業の目的及び具体的な内容 R2目標値が未達成の理由・分析

222

目標達成済み124

R1決算額

R2決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠指標名

臨時職員 0.01 人

①67施設

②29施設

R2その他職員
従事割合

R2実績

14千円 5千円

300

R2目標

3千円

R1その他職員
従事割合

0.00 人

200

集団指導や各施設での実地指導を
行うことで、保育運営の質の向上を
図ることができた。
前年度指摘の改善が浸透したこと
で、目標以上に指摘件数を減らす
ことができた。 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

効果的な集団指導や実地指導により適正
な保育運営につなげることができるため、
指導方法について今後も検討し、必要に
応じて改善を図っていく。

前年度指摘が無かった項目や類似する項
目等を削除及び統合し、指導監査を効率
的に実施した。また、市の指導内容を明ら
かにするとともに、施設を運営する事業者
に結果を周知することでより適切な運営を
促すことを目的として、結果を公表した。

R1実績

R2年度に改善した点

H30～ 12,252千円 120

1.25 人

R1決算額
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期間 1.50 人 R3目標

0.15 人

会年職員

会年職員

会年職員

非常勤
特別職
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現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

0千円

保育園人材派遣活
用事業

根拠法令

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律

5,620千円

0.31 人

7,731千円

R2年度に改善した点

実際に派遣できた割合

-

指標名

R1目標

0.00 人
C

1名派遣の必要が生じたが、年度後半だったた
め、落札した派遣会社においても派遣候補職員
が見つからず派遣に至らなかったため。

期間

①0人

②

③

100.0% 0.0%
労働者派遣事業所を活用
し、保育人材を確保するよ
うに努めた。

100.0%

R3目標

0.00 人臨時職員

①保育園への派遣職員数

②

③

-

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

公立保育園を円滑に運営するた
め、正規職員や会計年度任用職員
の配属状況を踏まえて、必要に応
じて派遣職員を導入していく。

R1実績

会計年度任用職員が不足しないよう、ハ
ローワークや所沢市ホームページを活用
し広く募集活動を行う。

0千円

20人

25人

R3目標

R2実績

R2正規職員
人件費

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

事業実施初年度のため特になし。

自治事務

目標設定の考え方・根拠

R1その他職員
従事割合

実際に派遣できた職員数÷必要となった派遣
人数

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額

0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

3,757千円

R2予算現額

　現在、市立保育園は、正規職員及び会計年度任用
職員で運営を行っている。
　近年、全国的に保育士不足が慢性化している中、
本市においても会計年度任用職員の応募が少なく、
確保が難しい状況が続いている。
　このため、労働者派遣事業所を活用し、保育人材を
確保することで、提供する保育の質を保つものであ
る。

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

優先

未実施

法定受託事務 法定受託＋附加

補助金導入初年度であり、制度周知には努め
たものの、にわかには補助金の活用に結びつ
かなかった施設もあると思われる。

臨時職員 0.00 人
①１３園

②

③
0.46 人

R2目標値が未達成の理由・分析

補助金交付を通して保育
士を確保し、円滑な保育の
提供につなげた。

目標設定の考え方・根拠

B

R2実績

申請に際し各施設から不明点が寄せられ
たので、補助金の申請にかかるFAQを作
成し、情報共有を図る。

どのように貢献したか

0千円

一
般

R1予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み未実施

成果目標値には達さなかったが、
未申請ながら補助金利用に興味を
示している施設も複数あり、令和3
年度は利用者の増加が見込まれ
る。人材確保に向けて長期的な視
点で成果を推し量っていくべき補助
金であり、引き続き制度の周知及
び積極的な活用の呼びかけを行っ
ていく。

R2年度に改善した点

各施設とも初めての申請となるため、申請
から交付に至るまで、個別のフォローアッ
プを強化した。

今後、各施設で１名は対象とできるよう、目標数
値を設定する。

R2決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務

所沢市保育士宿舎借上補助事業費補助金交付要綱

保育士の確保、就業継続及び離職防止を図るため、
保育士の宿舎を借り上げている民間保育施設を運営
する者に対し、補助金を交付する。

0千円

5,770千円

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

補助対象保育士数

R1決算額 指標名

法定受託＋附加 0千円

16人

R2目標

R1目標 R1実績

2,532千円

①補助対象施設数

②

③

根拠法令 R2予算現額

0.00 人

R2～

期間

R2～

保育士宿舎借上補
助事業

優先

R1正規職員
人件費

３．すべての
人に健康と

福祉を

非常勤
特別職

0.00 人

0千円

R2その他職員
従事割合

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

施設に対し補助金交付す
ることにより、障害を持った
子どもたちにも平等に教育
や保育を受けられた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

10園 10園

R1決算額 指標名

どのように貢献したか

安心・安全な給食を安定し
て提供し、保育の一環であ
る食育の推進を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに

H3～ 177,327千円 会年職員 42.10 人 280人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

17,788千円 臨時職員 44.41 人
①82人

②193人

③64園（公立19園、民間【新制
度】29園、民間【旧制度】16園）

R2実績

新型コロナウイルス感染症の社会状況を
見ながら、発達に特性を持つ子どもたちへ
の支援を学ぶための研修会を開催してい
きたい。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

275人

①公立保育園混合枠受け入れ
数

②民間保育園・幼稚園の補助対
象児童数

③受け入れ施設数

非常勤
特別職

障害のある児童を健常児と共に保育することにより、
お互いの成長を促進させるための事業である。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有するが健
常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進される
と判定された児童、②民間保育園、認定こども園・民
間幼稚園から申請を受け、観察保育を実施した結
果、補助金の交付が適と判定された児童を対象とし、
対象児童の数に補助単価を乗じた金額を障害児担
当保育士等の雇用費として支給する。

2.14 人
非常勤
特別職

2.00 人 270人

280人

R2目標

2.00 人 R3目標

事業の目的及び具体的な内容

指標名

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

239,227千円 236,232千円

R1決算額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 107,933千円 105,927千円

目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症の影響
も受けて、申請人数の減少は見ら
れたが、集団生活の中で健常児と
共に育ちあい、支援ができることが
成果と言える。

R2年度に改善した点

対象児童数
混合保育の申請及び幼稚園における対象児童
は、前年度と同数程度と見込まれる。 障害児専門相談員による巡回指導を、新

型コロナウイルス感染症の状況を見なが
らおこない述べ1,029件の支援を行った。

R1目標

267人

公立保育園混合枠の申請人数が減少した為、
受け入れの児童数も減少し、目標値に達成しな
かった。コロナウイルス感染症の影響も受けて
いる。

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間 21.71 人

R1正規職員
人件費

障害児保育事業

R2決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,481千円 臨時職員 0.15 人
①10園

②17,429食

③

R2目標 R2実績

予定していた10園（3期分）の委託化が完
了している。残る9園については、現業職
員の退職状況や園の施設状況等を考慮し
ながら取り組んでいく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 6園 6園

目標達成済

R3目標

R2年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 109,726千円

業者選定における審査基準の見直しを
行った。

保育園給食調理業
務委託事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標値を達成できており、令和３年
度目標についても業者選定に向け
てスケジュールどおり進めており、
目標達成する見込みである。

1,096,726千円
①対象園数

②給食数

③

委託実施園数

公立保育園のうち、栄養士が配置されている10
園の給食調理業務の委託化を３期に分けて実
施
Ⅰ期：平成28年度　2園
Ⅱ期：平成30年度　4園
Ⅲ期：令和　2年度　4園

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間 1.10 人

188,379千円

事業の目的及び具体的な内容 R1目標 R1実績
R1正規職員
人件費

H28～ 8,985千円 10園

根拠法令 R2予算現額

0.00 人

会年職員 0.00 人

0.15 人

会年職員

188,379千円所沢市定員管理計画

市立保育園における給食調理業務においては、現業
職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多様な
対応が求められている。このため、安心・安全な給食
を将来的に安定して提供し、保育の一環である食育
の推進を図るため、計画的な委託化を進める。
具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の調
理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携して行
う食育活動を行う。

会年職員
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現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

どのように貢献したか

放課後児童対策３事業の
連携により、保育の質の更
なる向上や、運営の効率
化につながる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

会年職員 0.33 人

4校
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4校

期間 0.18 人 R3目標

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」の
3つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図るこ
とによって、より効果的、効率的な放課後対策の検討
を進める。

0.23 人

R1目標

R2予算現額

0.00 人 3校

5校

臨時職員 0.00 人
①118人

②165日

③

R2目標

①放課後児童対策一体運営事
業利用数

②一体運営及び一体型のべ実
施日数

③

R2年度に改善した点

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の3つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図るため、その実施校区数を
指標とする。

教育委員会所管の放課後子供教室（ほう
かごところ）に係る費用と比較して、中富
小放課後広場の委託料は高額であるた
め、委託料の見直しを図り、減額した金額
で契約締結ができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

放課後児童対策一体型及び連携型の実
施校区数

R1実績

目標設定の考え方・根拠

A

放課後子供教室と放課後児童クラ
ブの連携について、2校（北小学
校、所沢小学校）増え、合計4校と
なった。
また、新規の放課後子供教室開設
については、引き続き教育委員会
と連携して検討していく。

R2実績

R2決算額（見込み）

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の3つの事業を連携する上で生じ
る課題を整理し、各関係機関への働きか
けを進める。併せて、放課後子供教室の
新設については、教育委員会と連携をし、
方向性について検討していく

R2目標値が未達成の理由・分析

新たな放課後子供教室の設置に係る相談を受
けている小学校区はあるものの、放課後児童対
策一体型及び連携型として実現につなげること
ができなかったため。

8,690千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

2校

会年職
員

1,912千円

H23～

R1決算額 指標名

放課後子ども総合
プラン推進事業

重要 8,611千円 8,611千円

事業の目的及び具体的な内容

8,690千円

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人会年職員

1,470千円

子ども・子育て支援法

H22～ 5,718千円

0.70 人

4,156千円

期間

臨時職員

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R1正規職員
人件費

青少
年課

R3目標
0.00 人

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において進捗状況を管理するとと
もに、答申に基づき更なる充実を図る。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

B

6重点事業のうち、「放課後児童健
全育成事業」は、令和2年度から 目
標指標が上方修正されたが、民設
民営児童クラブの開所や児童館生
活クラブの定員拡大により、高い達
成率となった。また、「放課後子ども
総合プラン推進事業」は、連携型の
実施校が2校増えた。一方、新型コ
ロナの影響で「放課後支援事業
ほうかごところ」「ふるさと所沢親子
で再発見事業」は達成率が低下し
たが、「障害児支援事業」は講座を
オンラインにし、視聴者数が増加
し、目標値を達成した。

R2年度に改善した点

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推
進するためには、本基本方針の第2期事業計画
における6重点事業を達成していくことが重要で
ある。そのため、各重点事業の達成率を指標と
する。

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 66.7%

61.6%100.0%

0.00 人
①3回

②

③

R2目標 R2実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

次世代育成支援対策推進法 304千円 269千円

R1実績一
般

所沢市放課後こども健全育成基本方針の6つの重点
事業の計画期間が令和元年度で終了となるため、新
たに令和2年度から5年間を計画期間として見直しを
行うとともに、基本方針に位置付けられた事業の進捗
管理を行う。
また、子ども子育て支援事業計画における放課後児
童健全育成事業の量の見込み等の策定を行う。

0.50 人

R2予算現額

目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

R1予算現額 R1決算額 指標名

重点事業達成率

放課後児童健全育成事業では、今後、児
童クラブの定員を増やすために、学校施
設の活用が重要であると捉え、教育委員
会をはじめ関係課との協議を進めた結
果、令和3年度予算で学校施設を活用した
施設整備を4クラブで実施できる見込みと
なった。R1目標

6重点事業のひとつである「放課後子ども総合プ
ラン推進事業」において、新たな放課後子供教
室の新設、放課子供教室と放課後児童クラブの
連携が実現していない状況であり、当該事業の
達成率が低くなったことから、本事業の達成率
に影響が生じた。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託事務 法定受託＋附加 304千円 269千円
①協議会の開催数

②

③

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

放課後こども健全
育成基本方針推進
事業

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

期間 1.50 人 R3目標

S43～ 12,252千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,143千円 臨時職員 0.30 人
①31

②2,183人

③

R2目標 R2実績
利用児童数は令和4年度まで増加し、その
後は減少の見込みであるが、今後も児童
クラブ人数の適正化を進めていく必要が
あることから、今後も教育委員会と協議し
ながら学校施設の活用を進める。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終了後
等に適切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全育
成を図る。

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 73.0%

100.0% 64.0%

100.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

児童福祉法、所沢市放課後児童健全育成事業の設備を及
び運営に関する基準を定める条例、所沢市立児童クラブ条
例　他

446,248千円 414,381千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 354,025千円 354,025千円

R1決算額

C

入所希望児童数の増加により、令
和2年4月時点では大規模児童クラ
ブは昨年度より増加したが、令和3
年度に向けて民設民営児童クラブ
の募集や児童クラブの施設整備
（富岡・椿峰）等を進め、児童クラブ
人数の適正化を図った。
また、教育委員会の協力を得なが
ら、放課後に学校施設を活用する
取り組みを進め、児童クラブ施設以
外の活動場所を確保できるよう努
めた。

R2年度に改善した点

①児童クラブ数

②児童クラブ登録人数

③

児童クラブ人数の適正化率：大規模児童
クラブ（児童数71人以上）の解消

当該事業は、放課後における留守家庭児童の
健全育成を図ることが目的であるため、事業の
質の維持と向上の視点から、児童クラブ人数の
適正化率（大規模児童クラブの解消）を指標と
する。

令和3年度以降の公設児童クラブ（31施
設）の指定管理更新に向けて、5クラブを1
支援単位から2支援単位に変更し、支援員
の増員により、保育が充実するよう改善し
た。

入所を希望する児童が年々増加する中、待機
児童を少なくするため可能な限り受け入れを優
先しているものの、供給量が追い付いていない
状況である。

R2決算額（見込み）

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

児童クラブ運営事
業

根拠法令 R2予算現額

期間 0.69 人 R3目標

H27～ 5,636千円

R2その他職員
従事割合

325人 325人

405人

A

指標名 目標設定の考え方・根拠

106,260千円

会年職員 0.00 人

0.54 人
非常勤
特別職

0.00 人 245人 245人

4,488千円 臨時職員 0.00 人
①8クラブ

②8小学校区

③

R2正規職員
人件費

R2目標値が未達成の理由・分析

①民設民営児童クラブ累計

②緊急性の高い小学校区数

③

民設民営児童クラブとして確保した供給
量

当該事業は、児童クラブの狭隘化や大規模化
等が著しい緊急性の高い小学校区への対策を
目的とするため、確保した供給量を指標とする。
目標値としては、前年より2クラブ増やした定員
（定員40人/１クラブ）とした。

R2決算額（見込み）

113,199千円

法定受託事務 法定受託＋附加 69,319千円 68,856千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2予算現額

民設民営児童クラブは4月1日開所が原則
だが、ところざわサクラタウン内で7月1日
開所を予定しているクラブがあったため、
委託要領・募集要項・仕様書を変更して対
応するとともに、非公募での募集ができる
ようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績 本事業は、、待機児童解消に即効性があ
あるものの、待機児童数が減少傾向と
なっていることや、学校施設の活用を進め
ていることから、今後は既存クラブを継続
しつつ、新規導入は地域の実情に応じて
検討していくこととする。

平成28年度から、児童クラブの狭
隘化及び大規模化が著しい小学校
区を対象に、民設民営児童クラブ
を開所している。平成28年度から
令和2年度までに計8か所を開所
し、定員325人を確保し、当該小学
校区の待機児童解消に一定の成
果を挙げていると考える。
さらに、緊急性の高い2ヶ所の小学
校区に対し、令和3年4月に民設民
営児童クラブを開所するための準
備を行った。

R2年度に改善した点

R1目標 R1実績青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

放課後児童健全育
成事業（民設民営
児童クラブ）

根拠法令

児童福祉法・所沢市放課後児童健全育成事業の設
備及び運営に関する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているも
のの、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著し
い緊急性の高い小学校区もある。これらの小学校区
において保護者が労働等により昼間家庭にいない小
学校児童に対し、授業の終了後等に適切な遊びや生
活の場を与えて児童の健全育成を図る。

最優先 自治事務

R1予算現額 R1決算額
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現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

どのように貢献したか

低所得世帯や多子世帯の
経済的負担を軽減し、子育
て世帯を支援した。また、
感染症の拡大による不測
の事態に対応できた。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H26～ 3,757千円
会年職員 0.00 人

期間 0.46 人

0.00 人
①51クラブ

②12団体

③

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

7,752人 6,878人

R3目標

52,620千円 43,828千円

目標達成済

目標値は当初予算積算時の想定人数であり、
これの80%以上であれば達成とする。
7,752×80%＝6,201

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

多子世帯及び低所得世帯における児童ク
ラブ保育料の負担を軽減し、安心して就業
できるよう、本事業を継続し、子育て世帯
の支援を図る。
また、感染症の拡大等の不測の事態によ
り保育料返還が発生した際に本事業を適
用する。

96,058千円

6,294人

5,652千円 臨時職員

目標設定の考え方・根拠

A

本事業について、対象者に周知さ
れていることから、成果指標の目標
値を概ね達成し、一定の成果を挙
げられていると考えている。

事業の目的及び具体的な内容

R2年度に改善した点

当該事業は、保育料の減額等により多子世帯
や低所得世帯に対する子育て支援を図ることを
目的としているため、のべ対象児童数を指標と
する。

新型コロナウイルス感染拡大を受けて、緊
急事態宣言が発令されたことに伴い、放
課後児童クラブも臨時休所を実施した。休
所期間中に利用を自粛した世帯に対し
て、本事業を適用して保育料を日割りで返
還することとしたため、補正により予算を
増額して対応した。R1実績

①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

のべ対象児童数
（緊急事態宣言に伴う臨時休所期間の保
育料返還を除く）

指標名

7,536人

R1正規職員
人件費

7,752人

放課後児童クラブ
子育て支援事業

R1その他職員
従事割合

R1目標

根拠法令 R2予算現額

所沢市立児童クラブ条例

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

110,950千円

本事業は、多子世帯や低所得世帯に対して児童クラ
ブ保育料の減額免除を行うことにより、子育て世帯の
支援を図るものである。

0.68 人

R2正規職員
人件費

R1決算額

R2決算額（見込み）

0.00 人
非常勤
特別職


